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身体的虚弱が疑われる低体力と運動量の関係

地域在住高齢女性を対象とした横断研究
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AbstractPURPOSE: The purpose of this study was to examine the association between low ˆtness
status and quantity of exercise, and to derive a reference value of exercise for preventing low ˆtness sta-
tus, in community-dwelling older women.
METHODS: The participants were 515 community-dwelling older women, aged 65 to 91 years (73.4±
5.5 years). Physical ˆtness was assessed using a functional ˆtness score (FFS), which was calculated
from the scores of four ˆtness items (i.e., tandem stance, 5-chair sit-to-stand, alternate step, and up &
go). The quantity of exercise (QE) was calculated by multiplying exercise duration, exercise frequency
and exercise intensity per week. The participants were divided into four groups according to the level of
QE (no exercise: NE Group (QE＝0), Low Tertile Group (0＜QE≦4.6), Middle Tertile Group (4.6＜
QE≦11.7), High Tertile Group (QE＞11.7)). FFSs of less than 0.065 were deˆned as the low ˆtness,
and those of 0.065 or more were deˆned as good ˆtness. Logistic regression analysis was performed to
obtain odds ratios (ORs) and 95 conˆdence interval (CI) for the low ˆtness according to the level of
QE. Receiver operating characteristic (ROC) analysis was conducted to detect a reference value of QE.
RESULTS: The ORs (95 CI) compared with the NE Group were 0.76 (0.441.32) in the Low Group,
0.53 (0.310.92) in the Middle Group, and 0.30 (0.170.55) in the High Group. The optimal QE cut-oŠ
value for the low ˆtness was 5.1 METs･hour/week (area under the ROC curve: 0.64, sensitivity: 55,
speciˆcity: 68).
CONCLUSION: It is recommended that community-dwelling older women exceed at least 5.1 METs･
hour/week on a regular basis to prevent the low ˆtness status. Longitudinal research on the quantity of
exercise, assessed using an accelerometer, is needed to obtain a more accurate reference value.
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 緒 言

我が国の平均寿命および健康寿命は，世界最高

水準まで到達したにもかかわらず，依然として男

性は約 6 年間，女性は約 8 年間の非自立期間

（健康寿命―平均寿命）を要すると報告されてい

る（総務省，2007）．平均寿命および健康寿命が

飛躍的に伸びた今，非自立期間を短縮し，高齢期

における自己実現の達成や QoL (quality of life)

を良好に維持していくことが重要である（田中ほ

か，2004）．高齢者が自立した生活を営む上で必

要な能力，すなわち交通機関の利用や階段昇降，

食事，清掃などを遂行する能力の低下には，身体

の虚弱化が密接に関連すると報告されている

（Fried et al., 2001）．そして身体の虚弱化は，筋

力やバランス能力といった体力の低下から生じる

と報告されている（Guralnik et al., 1994）．

加齢による体力の低下は不可避的な現象である

が，成人期から運動を定期的に実践することで，

体力の低下は抑制可能である（Gauchard et al.,

2003）．厚生労働省は「健康づくりのための運動

基準2006」を策定し，健康づくりに必要な身体

活動量・運動量として中強度（3 メッツ）以上の

身体活動および運動を，それぞれ23メッツ・時/

週，4 メッツ・時/週，実践することを基準値と

して定めた．また，健康の維持・増進に必要な体

力の基準値として，年齢階級・性別に最大酸素摂

取量の基準値が定められており，日本国民の健康

づくりに有用な指針として活用されることが期待

されている（厚生労働省，2006）．

しかし，「健康づくりのための運動基準2006」

の基準値は，性や年齢階級別に基準値を設定する

にはエビデンスが不十分であり，未成年者や高齢

者を対象とした基準値の策定が望まれている（田

中，2006）．さらに，基準値の設定にあたり，日

本人を対象とした研究は84件中 8 本の引用に留

まっているため，より多くの日本人を対象とした

身体活動・運動に関する疫学的な研究が切望され

ている（村上・宮地，2010）．このような背景か

ら，我が国の高齢期における至適運動量について

の検討は不十分な実情にある（ Aoyagi and

Shephard, 2010）．地域在住高齢女性の体力の低

下予防に着目した運動量の水準を検討すること

は，今後高齢期における非自立期間の短縮に焦点

をあてた運動指針を作成するにあたり，有益な知

見の 1 つになると考えられる．

そこで本研究では，地域在住高齢女性の運動習

慣と体力レベルを詳細に調査したデータを用い

て，身体的虚弱が疑われる低体力と運動量の関係

を横断的に分析し，体力の低下予防に推奨される

運動量の基準値を検討した．

 方 法

A. 対象者

対象者は，20082010年に茨城県阿見町，下妻

市，八千代町，千葉県袖ケ浦市，福島県会津美里

町での地域支援事業または体力測定会に参加した

6591歳の高齢女性のうち，1)医師から認知症の

診断を受けていない，2)介護認定を受けていな

い，636名とした．対象者のうち，1)杖や支えな

どの補助器具を必要とし，自力での体力測定が困

難であった者（15名），2)問診時に脳血管疾患や

パーキンソン病，リウマチなどの神経性疾患の既

往があった者（15名），3)データに欠損のあった

者（63名），4)実践している運動のメッツが不明

であった者（28名）を除外し，最終的に515名を

分析対象者とした．

対象者の募集は，各自治体の広報誌やチラシ，

自治体職員による参加奨励などを通しておこなっ

た．すべての対象者に研究の目的や体力測定およ

び質問紙調査内容を説明し，随時，測定を拒否で

きることを説明した．研究での測定データ使用に

関する説明を個別に口頭でおこない，書面にて

データ使用の同意を得た．本研究は，筑波大学大

学院人間総合科学研究科倫理委員会の承認を受け

ている．

B. 測定項目および測定方法

1. 基本情報および健康関連情報

形態指標として，身長は身長計（YG200，ヤ
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ガミ社製）を用いて0.1 cm 単位で，体重は体重

計（Digital Bathroom Scale HD316, TANITA

社製）を用いて0.1 kg 単位で測定した．Body

mass index (BMI)は，体重（kg）を身長（m）

の 2 乗で除すことにより算出した．

対象者の健康状態を把握するため，疾患数と関

節痛数を個別に聴取した．疾患数は，高血圧，糖

尿病，腎疾患，心疾患（不整脈，心不全，虚血性

心疾患），呼吸器疾患，骨粗鬆症，脂質異常症の

7 項目中あてはまるものを単純合計して求めた．

関節痛数は，腰痛，股関節痛，肩関節痛，肘関節

痛，膝関節痛，足関節痛，首痛の 7 項目中あて

はまるものを単純合計して求めた．

主観的な体力の評価には，Medical Outcomes

Study 36-item Short Form Survey 日本語版（福

原・鈴鴨，2004）の physical function scale (PFS)

を用いた（Ware and Sherbourne, 1992）．移動能

力や日常的な身体動作に関連する10の質問項目

に対して，とてもむずかしい（0 点），少しむず

かしい（5 点），全然むずかしくない（10点）の

3 件法で回答を求め，その合計を100点満点で得

点化した．

体力よりもさらに高次な能力として，地域で独

立した生活を営む上で必要とされる活動能力を，

老研式活動能力指標（古谷野，1987）によって

評価した．基本的日常生活能力および手段的日常

生活能力に関する13項目の質問に対し，「はい」

（1 点）または「いいえ」（0 点）の 2 件法で回答

を求め，13点満点で評価した．

2. 運動実践状況

「運動習慣はありますか」という質問に対し，

「ある」，「ない」の 2 件法にて回答を得た後，

「ある」と回答した者に対し，運動種目，運動時

間，運動頻度，継続期間について詳細を聴取した

（木村ほか，1991吉田ほか，2005小口ほか，

2008）．運動の定義は，「本人が，身体活動の中

で，体力の維持・向上を目的として計画的・意図

的に実践しているもの」とし（Caspersen et al.,

1985厚生労働省，2006），少なくとも 3 ヵ月以

上実践していることを条件とした．したがって，

自転車の使用であっても，上述した定義にあては

まる場合は，運動実践に含めた．また，一回の運

動時間と週あたりの運動頻度，メッツの積によ

り，週当たりの運動量（quantity of exercise: QE）

を算出した．運動強度は，Stewart et al. (2001)

が作成した身体活動質問紙 physical activity ques-

tionnaire for older adults (CHAMPS)のメッツ値

を採用した．運動量の算出式は，以下の通りである.

QE＝S メッツ・時/週

3. 体力測定

体力は，4 項目（タンデムバランス，5 回いす

立ち上がり，ステップテスト，アップ & ゴー）

を測定し，測定値から体力得点（functional ˆt-

ness score: FFS）を算出した（清野ほか，2009）．

FFS は，各測定値を第一主成分得点の推定式に

代入し，標準正規曲線であらわされる総合得点で

ある．主成分分析による総合得点算出手法につい

ては，先行研究を参照されたい（Nakamura et

al., 1988田中ほか，1990重松ほか，2000）．

清野ほか（2009）は，FFS が0.065未満の者は，

要支援・要介護状態に陥るリスクの高い低体力者

（旧特定高齢者）である可能性が高いことを報告

している（receiver operating characteristic: ROC

曲線下面積0.881，感度82.2，特異度

81.9）．また，選択されている 4 項目は，下肢

を中心とした移動能力を評価する項目であり，国

外で頻用されている Short physical performance

battery (SPPB)と同様の項目も含まれている

（Guralnik et al., 1994）．移動能力は，高齢者が自

立した生活を維持していく上で最も重要な身体的

能力であり，体力低下予防を目的とした本研究の

体力指標として妥当性が高いと判断した．したが

って，本研究では清野ほか（2009）が提案した

テストバッテリを用いて体力を評価することとし

た．なお，FFS の算出式および測定方法は以下

の通りである．

FFS＝0.031X1－0.106X2－0.192X3

－0.096X4＋1.672

（X1タンデムバランス，X25 回いす立ち上が

り，X3ステップテスト，X4アップ & ゴー）
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タンデムバランス（tandem stance）静的平衡性

両手を腰に当てて片足を一足分前に出し，前足

のかかとと後ろ足のつま先をつけて直線上に立っ

た状態で，可能な限り長く立ち続けるよう教示し

た．両足に均等に体重をかけることとし，足の裏

が動いたり，腰に当てた手が離れたり，下肢のみ

で姿勢の維持が不可能になった時点でバランスが

崩れたものとみなした．計測は，前足のかかとと

後ろ足のつま先をつけて直線上に立った時点から

バランスが崩れた時点までの時間とした．左右の

足を入れ替えて 1 回ずつ0.01秒単位で最大30秒

まで計測し，平均値を記録とした．

5 回いす立ち上がり（5-chair sit-to-stand）下肢

筋力

両腕を胸の前で交差し，背中を伸ばした状態で

背もたれのついたいすに浅く腰かけるよう求め

た．合図とともに，いすから立ち上がり直立姿勢

をとるよう求め，再びいすに腰掛ける動作を可能

な限り速く 5 回繰り返すよう教示した．合図し

てから 5 回目の直立姿勢をとるまでの時間を0.01

秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．

ステップテスト（alternate step）下肢筋力

立位姿勢をとるよう求め，その20 cm 前方に19

cm の高さの台を設置した．足の裏が台の高さ

（19 cm）まで上がるよう，可能な限り速くその

場で足踏みをおこなうよう教示し，左右の足を交

互に 8 回上げ下ろしするまでの時間を0.01秒単位

で 2 回計測し，平均値を記録とした．

アップ & ゴー（up & go）動的平衡性

いすに深い座位姿勢をとり，両手を膝の上に置

くよう教示した．合図とともに立ち上がり，3 m

前方のコーンを回って着座するまでの時間を0.01

秒単位で 2 回計測し，平均値を記録とした．一

連の動作は可能な限り速くおこなうよう教示した．

測定の際は，問診によって当日の体調を確認す

るとともに，体力測定に精通したスタッフが安全

性に十分に留意した．また，測定で補助や支えを

必要とした場合はその旨を記録した．

C. 対象者および運動量の群分け

FFS が0.065未満の者を低体力者，0.065以上

の者を高体力者と定義した．また運動量（quan-

tity of exercise: QE）が 0 の者を運動非習慣

（non-exercise: NE）群とし，その他の者を下位

群（Low 群0＜QE≦4.6），中位群（Middle 群

4.6＜QE≦11.7），上位群（High 群QE＞11.7）

の 3 分位に割りつけ，計 4 群を設定した．

D. 統計解析

対象者の基本的特徴を 4 群で比較するため

に，一元配置の分散分析または Kruskal Wallis

検定を施し，有差がみられた場合は post hoc test

として Bonferroni 法による多重比較検定または

Mann-Whitney の U 検定を適用した．各体力要

素の 4 群比較には，従属変数に 4 群，独立変数

に各体力評価項目と FFS，共変量に年齢と関節

痛数を投入した共分散分析を適用した．分析の結

果，有差がみられた場合は post hoc test として

Bonferroni 法による多重比較検定を適用した．

低体力状態と運動量の関連性を検討するために，

低体力者の該当・非該当を従属変数，4 群を独立

変数，年齢，関節痛数を調整変数とした強制投入

法によるロジスティック回帰分析を施した．ま

た，低体力者の該当・非該当を従属変数，運動量

を独立変数とした ROC 解析を用いて，低体力状

態を最もよく判別しうる運動量のカットオフ値を

算出した．カットオフ値は，ROC 曲線上で最も

左上（1－特異度＝0，感度＝1）に近いポイント

とし，（1－感度)2＋(1－特異度)2 が最小になる

値を求めた．すべての統計処理には SPSS17.0J

for Windows を用い，統計的有意水準は 5 と

した．

 結 果

Table 1 に，対象者の基本的特徴を 4 群で比較

した統計値を示した．年齢は，下位群（n＝126）

が中位群（n＝129）と上位群（n＝127）に比べ

有意に高値を示した．身長，および PFS は運動

非習慣群（n＝133）と下位群が，上位群に比べ

有意に低値を示し，関節痛数は有意に高値を示し

た．老研式活動能力指標は，運動非習慣群が中位
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群と上位群に比べ有意に低値を示した．体重，

BMI，疾患数は，4 群間で有意な差はなかった．

Table 2 に，対象者の運動実践状況を示した．

運動種目は，体操（n＝118），ウォーキング（n

＝106），運動教室での運動（n＝84）の順に実践

者が多かった．運動頻度は，ストレッチ・柔軟性

運動（6.1±1.9回/週），体操（5.9±2.1回/週），

散歩（5.2±2.4回/週）の順に多い結果であった．

一回あたりの実践時間は，登山（7.0±0.0時/

週），テニス（3.0±0.0時/週），グラウンドゴル

フ（2.0±0.8時/週）の順に多い結果であった．

週当たりの運動量は，テニス（30.0±8.5メッツ・

時/週），ウォーキング（11.7±7.7メッツ・時/

週），登山（10.5±0.0メッツ・時/週），の順に多

い結果であった．

Table 3 に，体力を 4 群で比較した結果を示し

た．5 回いす立ち上がりは，運動非習慣群が上位

群に比べ有意に低値を示した．ステップテスト，

アップ & ゴーおよび FFS は，運動非習慣群と下

位群が上位群に比べ有意に低値を示した．タンデ

ムバランスは，4 群間で有意な差はなかった．

Fig. 1 に，各群における低体力者の割合を示し

た．低体力者の割合は，運動非習慣群で50.4，

下位群は46.8，中位群は32.6，上位群は

21.3であった．

Table 4 に，低体力者の該当・非該当を従属変

数，4 群を独立変数，年齢，関節痛数を調整変数

としたロジスティック回帰分析の結果を示した．

全ての調整変数でオッズ比を検討した結果，運動

非習慣群に対する下位群のオッズ比（95 conˆ-

dence interval: CI）は0.76（0.441.32），中位群

は0.53（0.310.92），上位群は0.30（0.170.55）

であった．

Fig. 2 に，低体力者の該当・非該当を従属変

数，運動量を独立変数とした ROC 解析の結果を

示した．ROC 曲線下面積（95 CI）は，0.64

（0.590.69）であった．カットオフ値は5.1メッ

ツ・時/週であった（感度0.55，特異度0.68）．
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Table 2 The state of exercise habituation, mean±standard deviation

type of exercise n METs Frequency
(time/week)

Time
(hour/week)

QE†

(METs･hour/week)

Light gymnastics
Walk fast or briskly for exercise
General conditioning exercises (such as chair exercises)
Walk leisurely for exercise or pleasure
Ground golf
Dance
Water exercises
Yoga
Tai Chi
Stretching or ‰exibility exercises
Bicycle or stationary cycle
Light strength training
Tennis
Walk uphill or hike uphill

118
106
84
76
73
43
24
21
16
16
15
9
2
1

2.0
3.5
2.5
2.5
2.0
4.5
3.0
2.0
2.0
2.0
4.0
3.0
4.0
6.0

5.9±2.1
4.6±2.3
1.0±0.5
5.2±2.4
1.9±0.8
1.2±1.1
2.1±1.5
1.0±0.3
1.3±1.6
6.1±1.9
3.6±1.9
1.8±0.8
2.5±0.7
0.3±0.0

0.2±0.2
0.8±0.4
1.3±0.4
0.6±0.7
2.0±0.8
1.7±0.8
1.1±0.4
1.4±0.3
1.4±0.5
0.2±0.2
0.5±0.3
1.0±0.3
3.0±0.0
7.0±0.0

2.2±1.8
11.7±7.7
3.3±2.3
8.1±6.3
7.7±4.4
9.3±7.8
7.3±5.3
2.9±1.1
3.0±2.0
2.0±0.0
6.5±4.8
5.2±2.5

30.0±8.5
10.5±0.0

†QE: quantity of exercise

Table 3 Comparison of physical ˆtness among four QE† groups, mean±standard error

No exercise Low Middle High
QE＝0 0＜QE≦4.6 4.6＜QE≦11.7 QE＞11.7 P post hoc test
(n＝133) (n＝126) (n＝129) (n＝127)

Tandem stance, s 27.7±0.5 27.2±0.5 27.2±0.5 26.9±0.5 ns††

5-repetition sit-to-stand, s 8.4±0.2 8.1±0.2 8.0±0.2 7.3±0.2 ＜0.05 NE＜High
Alternate step, s 4.9±0.1 4.9±0.1 4.6±0.1 4.4±0.1 ＜0.05 NE and Low＜High
Up & go, s 7.1±0.1 7.1±0.1 6.9±0.1 6.5±0.1 ＜0.05 NE and Low＜High
Functional ˆtness score 0.025±0.050 0.042±0.051 0.113±0.050 0.264±0.051 ＜0.05 NE and Low＜High

†QE (quantity of exercise)＝S METs･hour/week
††ns＝not signiˆcant
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 考 察

本研究では，地域在住高齢女性の運動習慣と体

力レベルを詳細に調査したデータを用いて，身体

的虚弱が疑われる低体力と運動量の関係を横断的

に分析し，体力低下予防に推奨される運動量の基

準値を検討した．

. 運動量と各体力要素の関係

体力の総合指標である FFS は，運動量の増加

に伴い，有意に良好な値を示した（Table 3）．静

的平衡性については，有意な群間差がみられなか

った．

5 回いす立ち上がりおよびステップテストは，

椅子からの立ち座りや階段昇降など日常生活で必

要とされる下肢筋力を評価する指標である

（Guralnik et al., 1994）．アップ & ゴーは，歩行

に加え起立や着座，方向転換を含んだ複合的な動

作であるため，実際の日常生活場面に近い条件下

での動的平衡性を評価する指標として活用されて

いる（Podsiadlo and Richardson, 1991）．また

FFS は，総じて「移動能力を評価する指標」と

して提案されている（清野ほか，2009）．多くの

参加者が，ウォーキングやダンスなど下肢を中心

とした運動を実践していた．これらの運動を定期

的に実践する機会を設けることで，下肢に関連す

る体力に良好な影響を及ぼす可能性が示唆され
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Fig. 1 Prevalence of the low ˆtness for each QE category (n＝515).
†QE (quantity of exercise)＝S METs･hour/week

Table 4 Odds ratio and 95 conˆdence interval for low ˆtness according to the level of QE†

Quantity of exercise

No exercise Low Middle High
QE＝0 0＜QE≦4.6 4.6＜QE≦11.7 QE＞11.7
(n＝133) (n＝126) (n＝129) (n＝127)

Odds ratio Odds ratio 95 CI P Odds ratio 95 CI P Odds ratio 95 CI P

Model 1 1.00 (reference) 0.88 0.541.44 0.61 0.47 0.290.78 ＜0.05 0.27 0.160.47 ＜0.05
Model 2 1.00 (reference) 0.74 0.431.26 0.26 0.50 0.290.85 ＜0.05 0.27 0.150.49 ＜0.05
Model 3 1.00 (reference) 0.76 0.441.32 0.33 0.53 0.310.92 ＜0.05 0.30 0.170.55 ＜0.05

Model 1 unadjusted
Model 2 adjusted by age
Model 3 adjusted by age and joit pain
†QE (quantity of exercise)＝S METs･hour/week
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た．一方，静的平衡性の評価指標であるタンデム

バランス（Rossiter-FornoŠ et al., 1995）は，運

動量と有意に関連しなかった．漆畑ほか（2010）

は，前期高齢女性26名に対し，平衡性運動によ

る無作為化比較試験を実施した結果，動的平衡性

は改善するが静的平衡性は改善しないと報告し，

その要因を対象者における天井効果であったと推

察している．タンデムバランスは，静的な立位姿

勢を維持している際に重心を支持基底面に安定さ

せるという動作であり，虚弱が著しく進行した高

齢者の静的平衡性を評価する際には適している．

しかし本研究の対象者は，地域で自立した生活を

維持している高齢者であり，既にある程度高い静

的平衡性を有していたため，運動量の多寡による

影響は微小であったと推察される．

. 身体的虚弱が疑われる低体力と運動量の関

係

運動量と低体力の関連性を検討した結果，低体

力者であるオッズ比は，運動非習慣群に比べ中位
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Fig. 2 Receiver operating characteristic (ROC) curve plots for discriminating low ˆtness according to
the quantity of exercise.
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群が0.53倍，上位群は0.30倍有意に低値であった

が，下位群のオッズ比は，有意に低値ではなかっ

た（Table 4）．ROC 解析の結果，低体力状態を

最もよく判別する運動量は5.1メッツ・時/週であ

った．

Paterson and Warburton (2010)は，身体活動

量と体力に関する12の前向きコホート研究を総

括・レビューしている．レビューでは，習慣的に

実践している身体活動量を 4 つのレベルに分類

し，低体力に対するオッズ比を検討している．最

も活動量が少ない群（レベル 1）と比較して，中

程度の活動量を有する群（レベル 3）は0.3～0.8

倍，最も活動量が多い群（レベル 4）は0.3～0.7

倍と，身体活動量の増加に伴い，低体力であるリ

スクが低下すると報告されている．身体活動の強

度が詳細に報告されていないため，オッズ比につ

いて本研究結果と比較することは困難であるが，

運動量の増加に伴い，体力の低下は抑制可能であ

ることが改めて示唆された．

木村ほか（1991）は，都市在住高齢者179名

（6089歳）の運動習慣と体力の関連性を横断的

に検討している．その報告によると，体力差は頻

度や時間などの運動条件による影響は比較的小さ

く，最も大きな体力差は何かしらの運動習慣があ

るか否かであると報告している．しかし本研究で

は，多重比較検定の結果，すべての体力測定値に

おいて運動非習慣群と下位群に有意な差はなかっ

た．運動非習慣群・下位群の FFS は，低体力者

の基準（0.065）を下回っているが，中位群と上

位群の FFS は，低体力者の基準を上回ってい

た．また，運動非習慣群と下位群における低体力

者の割合は，両群でほぼ同等であり（Fig. 1），

低体力者であるオッズ比は，中位群から有意に低

値であったため（Table 4），中位群（4.6＜QE≦

11.7）が低体力者であるリスクを有意に低下させ

る，運動量の水準である可能性が示唆された．ま

た ROC 解析を用いて，低体力者に対する運動量

のカットオフ値を算出したところ，5.1メッツ・

時/週（ROC 曲線下面積0.64，感度0.55，特

異度0.68）であり，中位群に含まれていたこと

から，低体力状態を予防するのに推奨される運動

量の基準値は，5.1メッツ・時/週である可能性が
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示唆された．

「健康づくりのための運動基準2006」では，週

に 4 メッツ・時/週以上の運動を推奨しているこ

とから，本研究の結果は，田中ほか（2006）の

先行研究を支持している．したがって「健康づく

りのための運動基準2006」において既に提案さ

れている基準値が，今後，高齢女性の体力維持を

目的とした基準値としても，新たに活用できる可

能性が示唆された．本研究は「健康づくりのため

の運動基準2006」との相違点として，低強度（3

メッツ未満）の運動を含め運動量を算出した．低

強度運動を含めても，5.1メッツ・時/週より多く

実践することで，低体力者であるオッズ比が有意

に低値であったことから，高齢女性の場合，強度

に依存しなくても総運動量が5.1メッツ・時/週を

超えることが望ましく，高齢者個人あるいは行政

の専門職にとって，今後目標値として活用できる

可能性が示唆された．

. 研究の限界および今後の課題

本研究はいくつかの限界と課題を有している．

第 1 に，本研究は身体活動の中でも，運動量の

みを評価した．角田ら（2010）は，余暇活動

（運動）量が体力と最も強く関連したものの，家

庭内活動量においても体力と有意に関連したこと

を報告している．また，Buman et al. (2010)

は，低強度の身体活動でも高齢者の健康状態に好

影響を及ぼすと報告している．家事や移動のため

の歩行など，生活活動においても，体力に良好な

影響を及ぼしている可能性があるため，今後は運

動以外の活動量も評価する必要がある．第 2

に，本研究は運動量を主観的な報告に基づき評価

したため，想起バイアスの可能性を否めない．ま

た，熟練したスタッフが聴き取りをおこなった

が，検者間バイアスの可能性も否定できない．今

後は良好な体力を維持していくのに必要な身体活

動量の基準値について明らかするため，加速度計

や歩数計を利用し，客観的な評価から身体活動量

の基準値をより詳細に検討する必要がある．第 3

に，本研究では，基準値の検討に，従属変数を低

体力状態の有無，独立変数を運動量とした ROC

解析から運動量のカットオフ値の算出を試みた

が，運動非習慣者（QE＝0）が 3 割近く占めて

いたため，必ずしも十分な精度を有しているとは

いえないカットオフ値が得られた（AUC0.64，

感度0.55，特異度0.68）．今後は，活動量を

連続変数で評価できる加速度計を用いて基準値の

妥当性を検討する必要がある．第 4 に，本研究

の参加者は，各自治体の広報誌やチラシ，自治体

職員による参加奨励などを通して募集されたた

め，健康意識の高い高齢者が多く含まれている可

能性が高い．したがって，今後は無作為抽出によ

って対象者を選定することが望ましい．第 5

に，本研究は横断研究であるため，過去の縦断研

究（Paterson and Warburton, 2010; Pahor et al.,

2006; Liu and Latham, 2009）より因果関係を推

論することはできるが，証明するにはいたらな

い．今後は，体力低下群と維持群に分類し，身体

活動量の基準値を縦断的な観点から検討する必要

がある．また男性についても同様の手順で閾値を

検討していくことが望ましい．

以上のような限界と課題を有しているものの，

515名の地域在住高齢女性に対し，インタビュー

形式により運動習慣を詳細に調査し，身体的虚弱

化が疑われる低体力と運動量の関係から体力低下

予防に推奨される運動量の基準値を検討したこと

の意義は高く，今後高齢期の非自立期間短縮に向

けた運動指針を作成する際に有益な資料として活

用されることが期待できよう．

 結 語

地域在住高齢女性の身体的虚弱化を予防するに

は，5.1メッツ・時/週より多くの運動量を確保す

ることの重要性が示唆された．低体力者であるオ

ッズ比は，運動非習慣者に比べ，中程度の運動実

践者（4.6＜QE≦11.7）で0.38倍，高程度の運動

実践者（QE＞11.7）で0.26倍，有意に低値であ

ることが示唆された．さらに精度の高い基準値を

求めるために，今後加速度計による運動量の評価

および縦断的な調査が必要である．
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